
平 成 3 0 年（ 2 0 1 8 年 ）3 月

港 区 政 策 創 造 研 究 所
（ 企 画 経 営 部 ）

港区における
新規開業

実態調査報告書

概要版



港区における新規開業実態調査報告書

平成30年（2018年）3月発行
発行　港区政策創造研究所（港区企画経営部）
　　　東京都港区芝公園1-5-25
　　　電話　03-3578-2111（代表）

概要版

刊行物発行番号　29271－5811

港区「区の木・区の花」

区の木　ハナミズキ 区の花　アジサイ 区の花　バラ



目次

Ⅰ　調査の概要

１　調査の概要 ………………………………………………………………………………………… 2

（１）調査の背景と目的

（２）調査対象と調査方法

（３）調査の集計

２　港区の地域概況 …………………………………………………………………………………… 3

（１）港区の位置

（２）港区の人口

（３）港区の事業所

（４）港区の産業構成

（５）港区の創業（開業）支援策

Ⅱ　「港区における新規開業実態調査」の概要

１　事業所 ……………………………………………………………………………………………… 5

（１）主な業務

（２）事業所の場所

（３）企業形態

（４）従業者数

２　開業者 ……………………………………………………………………………………………… 8

（１）性別

（２）開業当時の年齢

３　経営状況 …………………………………………………………………………………………… 9

（１）採算状況

（２）主な資金調達ルート

４　新規開業支援策の利用状況 ………………………………………………………………………11

（１）「賃料補助」の利用状況

（２）事業所ごとの「知らなかった」施策数

５　地域連携の課題 ……………………………………………………………………………………13

Ⅲ　港区施策の方向性について

　　　　　　　　　 …………………………………………………………………………………14

※詳細は、「港区における新規開業実態調査報告書」（本編）を御覧ください。



2

１　調査の概要

（１）調査の背景と目的

港区は、23区内で事業所数、従業者数ともに最

も多く、経済活動の中心地といえます。この経済

活動を支えている要素の一つが、港区における新

規開業の活発さです。港区経済を今後も発展させ

ていくためには、時代の変化に対応した新規開業

を促進する環境が必要であり、そうした環境を政

策的に整えていくことが求められています。

そこで、港区政策創造研究所1では、新規開業

拠点としての港区の現状と課題を明らかにするこ

とを目的として、「港区における新規開業実態調

査」（以下「港区開業調査」という。）を実施しま

した。

（２）調査対象と調査方法

港区開業調査では、平成29年（2017年）５月１

日現在のタウンページデータベースに掲載されて

いる港区の事業所のうち、登録時期（開業、移転

及び登録内容変更等を含む。）が平成23年（2011

年）４月以降の事業所6,987件を対象とし、調査

票を送付しました。記入していただいた調査票は、

郵送で回収しました（図表１）。

図表１　港区開業調査の概要

調査方法 郵送による調査票調査

調査時点 平成29年（2017年）６月１日現在

調査期間 平成29年（2017年）５月31日から６月23日

送付数
有効
送付数

有効
回収数

有効送付数を基
準とした回収率

6,987 6,680 1,478 22.1%

（３）調査の集計

港区開業調査では、1,478件の回答をいただき

ました。ただし、そのなかには、平成23年（2011

年）以前の既設事業所がかなりの程度含まれて

いました（図表２）。調査設計時には、平成23年

（2011年）以降に開業した事業所を調査対象とし

たいと考えていましたが、実際に回答していただ

いた事業所のうち平成23年（2011年）以降に開業

した事業所は481件（32.5％）でした。

そこで、報告書（本編）では、平成23年（2011

年）以降の新規開業事業所のみを対象とした分析

と、回答していただいた全事業所を対象とした分

析をそれぞれ行っています。概要版では、平成23

年（2011年）以降の新規開業事業所のみを対象と

した分析の結果を中心に紹介します。

図表２　開業時期

　　　　　　　　　　　　　　
1 平成23年（2011年）２月１日付で港区企画経営部内に設置した研究所で、各総合支所及び各支援部を政策形成面

から支援することを目的としています。なお、調査の設計は、港区産業・地域振興支援部産業振興課の協力を得

ながら港区政策創造研究所が主体となって行いました。

Ⅰ 調査の概要

～2011
2017年
32.5%

2001～
2010年
21.4%

1981～
2000年
22.1%

1980年以

前17.0%

無回答

7.0%

全体

n＝1,478
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２　港区の地域概況

（１）港区の位置

港区は、東京都のほぼ東南部に位置して、東は

東京港に面し、その北端でわずかに中央区に接し、

北は千代田区と新宿区、西は渋谷区、南は品川区、

東は江東区にそれぞれ隣接しています（図表３）。

（２）港区の人口

平成30年（2018年）１月１日現在の住民基本台

帳によると、港区の人口は253,639人（男119,273

人、女134,366人）、世帯数は143,898世帯となっ

ています（図表４）。人口は、昭和59年（1984年）

から長期的な減少傾向に転じて、平成７年（1995

年）４月には15万人を割り込みましたが、近年

の芝浦港南地域での人口増加に伴い、平成29年

（2017年）２月15日に昭和38年（1963年）以来、

54年ぶりに25万人を突破しました。

（３）港区の事業所

総務省「平成28年経済センサス－活動調査（速

報値）」では、港区の事業所数は37,021件、従業

者数は1,009,058人です2。港区は、23区のなかで

事業所数、従業者数ともに最多です。

また、平成24～26年における港区の開業率3は

12.0％で、23区では渋谷区（17.0％）に次いで

２位です。廃業率は11.1％で、23区では中央区

（11.3％）に次いで２位です。

　　　　　　　　　　　　　　
2 農林漁業を除く民営の事業所数と従業者数です。従業者数は、性別不詳を含みます。
3 港区政策創造研究所の算出値です。

図表４　港区の人口動向

※各年１月１日現在
※平成25年（2013年）以降は、外国人人口を含む。

（資料）住民基本台帳から作成

18,011 17,145 16,697 16,309 16,422 16,086 16,127 15,951 16,284 16,509 16,614 16,813 17,185 17,716 19,024 20,663 21,572 22,291 23,392 24,028 27,271 28,122 29,519 30,816 32,479

111,761 110,088 109,571 108,824 110,535 110,289 111,289 111,978 114,570 117,040 117,772 119,859 122,872 127,340 133,716 140,534 142,423 143,604 146,088 147,543
165,185 166,789 169,317 170,720 173,608

23,012 23,558 24,073 24,583 25,363 26,255 26,954 27,465 28,392 29,142 29,785 30,282 30,914 31,725
32,870

33,869 34,864 35,648 36,119 36,826

39,082 40,426 41,749 42,441 43,155

152,784 150,341 152,320 154,370 159,246 164,171

243,977
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図表３　港区の位置
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以上から、港区は、東京都のなかでも特に事業

所と雇用が集中している地域であると同時に、事

業所の入れ替わりという点でも特に活発な地域で

あるといえます。

（４）港区の産業構成

総務省「平成28年経済センサス－活動調査（速

報値）」によると、港区内の産業別事業所数は、

「卸売業、小売業」が最も多く（8,022件）、「宿泊

業、飲食サービス業」（5,910件）、「学術研究、専

門・技術サービス業」（4,582件）と続きます。産

業別従業者数は、「卸売業・小売業」（237,077人）、

「情報通信業」（181,323人）、「サービス業（他に

分類されないもの）」（115,577人）と続きます。

港区と全国の産業構成を比べると、「情報通信

業」及び「学術研究、専門・技術サービス業」が

相対的に高くなっています。一方で、「生活関連

サービス業、娯楽業」や「医療、福祉」など、住

民生活に直接関連する産業の割合については、港

区は全国よりも相対的に低くなっています（図表

５）。

 

（５）港区の創業（開業）支援策

港区では、区内産業の将来的な発展を支える区

内での創業（開業）を支援するため、次のような

創業（開業）支援策を実施しています（図表６）。

         図表６　港区の創業（開業）支援策

施　策 内　容

1 創業セミナー
区内で創業しようとする方を対象に、ビジネスをスタートする際に必要な創
業計画の立案についての講義を実施する。

2 窓口相談 区内で創業を希望する方に対して、中小企業診断士による無料相談を行う。

3
創業アドバイザー
派遣

区内で創業を希望する方に対して、必要な創業計画の作成を支援する。
セミナーの開催、中小企業診断士の派遣等

4
新規開業
賃料補助事業

区内で新規に開業する際、店舗・事務所の賃料を一部補助する。

5 創業支援融資
区内で創業する際、必要な事業資金の融資を低利で受けられるよう、取扱い
金融機関に対して融資のあっせんを行う。また利子の一部を補助する。

6 創業勉強会
創業セミナー出席者へのフォローアップの一環として、人脈作り及び情報交
換を目的として実施する（創業５年未満対象）。

7 特定創業支援事業

特定創業支援事業による支援を受け、一定の要件（港区は創業計画書の作成）
を満たす創業者は証明書の交付を受けることができる。
【証明書により活用できる支援】
登録免許税の軽減
借用保証協会創業関連保証の特例
日本政策金融公庫の融資制度　

8
中小企業等ホーム
ページ作成支援事業

ホームページを新たに開設する場合、必要な費用の一部を補助する。

図表５　特化係数4の比較（港区対全国）

（資料）総務省「平成28年経済センサス－活動調査（速報値）」より作成

　　　　　　　　　　　　　　
4 特化係数とは、産業の業種構成などで、ある地域の構成比を全国の構成比などと比較した係数であり、構成比と

構成比を比較した数値です（特化係数＝○○地域の□□産業構成比／全国の□□産業構成比）。構成比を比較す

ることで、ある地域の産業構造の特徴が分かります。

0

1

2

3

4

5

6

7
事業所数 従業者数

（資料）港区産業・地域振興支援部地域振興課「港区の産業・地域振興 平成29年度（2017年度）事業概要」、
港区産業観光ネットワーク「MINATO あらかると」から作成
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１　事業所

（１）主な業務

主な業務では、「飲食業」22.5％が最も高く、

「医療・福祉」21.5％、「卸・小売業」14.0％と続

きます（図表７）。

総務省「平成28年経済センサス－活動調査（速

報値）」によると、港区において「医療、福祉」

を主な業務とする事業所の割合は4.7％ですので、

近年の港区では「医療・福祉」を中心として住民

生活に直接関連するような産業の集積が進んでい

ることがわかります。

Ⅱ「港区における新規開業実態調査」の概要

情報通信業・

ソフトウェア業
3.8%

映像・コンテンツ
制作業

広告業
0.4%

2.7%

教育・学習

支援業
2.7%

製造業・

印刷業
1.3%

建設業

（工事含む）
1.0%

卸・小売業

14.0%

飲食業

22.5%

クリエイティブ産業

21.7%

医療・福祉・

生活等

サービス業

29.8%

その他

12.1%

卸・小売業
14.0%

飲食業
22.5%

専門サービス業
9.6%

技術サー

ビス業
5.2%

医療・福祉
21.5%

生活関連

サービス業・

娯楽業
5.6%

不動産業
5.4%

その他
4.4%

※無回答は集計から除く。
以下の分析では、内側の５区分を用いている。

全体

n＝480

図表７　主な業務
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（２）事業所の場所

現在の事業所の場所について、「芝地区」は

34.7％、「麻布地区」は23.7％、「赤坂地区」は

26.0％で２～３割台となっています。一方、「高

輪地区」は10.4％、「芝浦港南地区」は4.4％で他

の３地区より低くなっています（図表８）。地区

別に主な業務を見ると、地区によって大きく異な

ることがわかります（図表９）。また、約４分の

１の事業所が、開業時の事業所の場所は現在の場

所とは異なる（移動経験あり）と回答しています

（図表10）。

図表８　現在の事業所の場所

図表10　開業時の事業所の場所

図表９　地区別の主な業務

15.7%

12.3%

14.4%

10.0%

14.3%

18.7%

32.5%

17.6%

28.0%

9.5%

27.7%

19.3%

22.4%

10.0%

9.5%

21.7%

27.2%

32.8%

46.0%

57.1%

16.3%

8.8%

12.8%

6.0%

9.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

芝地区

【n＝166】

麻布地区

【n＝114】

赤坂地区

【n＝125】

高輪地区

【n＝50】

芝浦港南
地区

【n＝21】

卸・小売業 飲食業

クリエイティブ産業 医療・福祉・生活等サービス業

その他

※「港区外」及び無回答は集計から除く。

芝地区

34.7%

麻布地区

23.7%

赤坂地区

26.0%

高輪地区

10.4%

芝浦港南地区
4.4%

港区外
0.4%

無回答
0.4%

全体
n＝481

移動経験なし
73.6%

移動経験あり
26.4%

現在と同じ

73.6%

現在と

異なる

港区内
10.9%

港区以外の

東京都内
11.3%

東京都以外の

日本国内
4.2%

海外
0.0%

※無回答は集計から除く。

全体

n＝478
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（４）従業者数

正規従業者数では、「２人以下」の割合が最も

高く、４割半を占めています（図表13）。

正規従業者数が多くなるほど、「個人経営（フ

ランチャイズの個人経営を含む）」の割合が低く

なり、「株式会社（本社・本店）」の割合がおおむ

ね高くなることが確認できます（図表14）。

（３）企業形態

企業形態を見ると、「株式会社（本社・本店）」

と「個人経営（フランチャイズの個人経営を含

む）」の割合が高いことがわかります（図表11）。

また、企業形態と主な業務には関連があるこ

とがわかります（図表12）。「株式会社（本社・

本店）」では「クリエイティブ産業」、「株式会社

（支社・支店）」では「卸・小売業」、「個人経営

（フランチャイズの個人経営を含む）」では「医

療・福祉・生活等サービス業」の割合が高い傾向

があります。

株式会社

（本社・本店）
43.4%

株式会社

（支社・支店）
9.5%

個人経営

（フランチャイズ
の個人経営を

含む）
36.2%

NPO法人
0.4%

有限会社・
合同会社

3.6%
その他

6.9%

※無回答は集計から除く。

全体
n＝475

図表11　企業形態

16.1%

26.7%

9.3%

22.0%

15.6%

29.1%

27.8%

20.0%

15.7%

14.1%

22.2%

44.8%

20.0%

15.6%

1.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

株式会社
（本社・本店）
【n＝205】

株式会社
（支社・支店）
【n＝45】

個人経営
（フランチャイズの
個人経営を含む）

【n＝172】

卸・小売業 飲食業

クリエイティブ産業 医療・福祉・生活等サービス業

その他

※「NPO法人」、「有限会社・合同会社」、「その他」、無回答は
　　集計から除く。

図表12　企業形態別の主な業務

2人以下
45.7%

3～5人
28.5%

6～10人
14.3%

11人以上
11.5%

※無回答は集計から除く。

全体

n＝460

図表13　正規従業者数

35.8%

53.1%

74.5%

72.9%

5.8%

16.8%

7.3%

22.9%

58.4%

30.1%

18.2%

4.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2人以下

【n=190】

3～5人
【n=113】

6～10人
【n=55】

11人以上

【n=48】

株式会社（本社・本店）

株式会社（支社・支店）

個人経営（フランチャイズの個人経営を含む）

※ 「NPO法人」、「有限会社・合同会社」、「その他」、無回答は
　　集計から除く。

図表14　正規従業者数別の企業形態
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２　開業者

（１）性別

港区開業調査では、開業者の女性割合は22.7％

です（図表15）。これは、日本政策金融公庫総合

研究所の平成28年（2016年）調査（18.2％）、東

京商工会議所の平成26年（2014年）調査（15.5％）

と比べても高い割合です。女性開業者の主な業務

を見ると、「医療・福祉・生活等サービス業」の

割合が高いことがわかります（図表16）。

（２）開業当時の年齢

開業者の開業当時の年齢では、40歳代以下が

67.8％であり、日本政策金融公庫総合研究所の平

成28年（2016年）調査（76.9％）と比べると10ポ

イント近く低くなっています（図表17）。

また、開業者の開業当時の年齢と主な業務との

間にも関連があることがわかります（図表18）。

図表16　開業者の男女別の主な業務

男性
77.3%

女性
22.7%

※無回答は集計から除く。

全体

n＝467

図表15　開業者の性別

14.4%

14.2%

21.9%

25.5%

25.3%

8.5%

25.3%

44.3%

13.1%

7.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性

【n＝360】

女性

【n＝106】

卸・小売業 飲食業 クリエイティブ産業

医療・福祉・生活等サービス業 その他

※無回答は集計から除く。

30歳未満
4.9%

30歳代
28.1%

40歳代
34.8%

50歳代
21.9%

60歳代
8.2%

70歳以上
2.1%

※無回答は集計から除く。

全体

n＝466

図表17　開業者の開業当時の年齢 図表18　開業者の開業当時の年齢別の主な業務

11.0%

16.8%

15.7%

14.6%

33.1%

16.1%

21.6%

14.6%

21.4%

21.1%

16.7%

31.3%

26.6%

36.0%

28.4%

20.8%

7.8%

9.9%

17.6%

18.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

40歳未満

【n=154】

40歳代

【n=161】

50歳代

【n=102】

60歳以上

【n=48】

卸・小売業 飲食業 クリエイティブ産業

医療・福祉・生活等サービス業 その他

※無回答は集計から除く。
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３　経営状況

（１）採算状況

港区開業調査では、５割以上の事業所が「黒字

基調」又は「やや黒字基調」と回答しています

（図表19）。

現在の経営上の課題（複数回答）について尋ね

た結果と合わせると、採算状況が良い事業所で

は「人材の確保・育成」や「新たな事業への進

出」を、採算状況が悪い事業所では「販売先・顧

客の開拓」、「資金繰り・資金調達」、「事業所の賃

料」を挙げる傾向があることがわかりました（図

表20）。

　　　　　　図表20　採算状況別の現在の経営上の課題

図表19　採算状況

黒字基調
26.9%

やや黒字基調
23.9%

ほぼ均衡
23.7%

やや赤字基調
14.5%

赤字基調
10.9%

※無回答は集計から除く。

全体

n＝468

44.5%

15.1% 17.2%

58.4%

20.2%

60.0%

21.8%
18.2%

49.1%

14.5%

74.8%

40.3%
35.3%

34.5%

7.6%0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

販売先

・顧客の開拓

資金繰り・

資金調達

事業所

の賃料

人材の

確保・育成

新たな事業

への進出

「黒字基調」及び

「やや黒字基調」

【n=238】

「ほぼ均衡」

【n=110】
「やや赤字基調」

及び「赤字基調」

【n=119】

※無回答は集計から除く。

※「現在の経営上の課題」は複数回答の設問であり、16の質問項目のうち、「採算状況」による差が小さい11
項目については、省略している。
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（２）主な資金調達ルート

主な資金調達ルートで割合が高かったのは、

「個人資金のみ」です（図表21）。

「個人資金のみ」では、開業者の女性割合が相

対的に高いことが特徴的です（図表22）。

図表22　主な資金調達ルート別の開業者の性別図表21　主な資金調達ルート

銀行のみ
27.9%

個人資金のみ
32.4%

政府系金融機関

23.1%

その他
16.6%

※無回答は集計から除く。

全体

n＝451

83.3%

69.2%

73.8%

87.1%

16.7%

30.8%

26.2%

12.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

銀行のみ

【n=120】

個人資金

のみ

【n=146】

政府系金

融機関

【n=103】

その他

【n=70】

男性 女性

※無回答は集計から除く。
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４　新規開業支援策の利用状況

（１）「賃料補助」の利用状況

港区が実施している新規開業支援策5のなかか

ら、「賃料補助」の利用状況を見ると、利用者の

７割以上が「役に立った」と回答しています（図

表23）。ただし、「利用した」割合は低く、「利用

しなかった」の回答の内訳を見ると、「知らな

かった」割合が６割以上に上っています。

図表23　「賃料補助」の利用状況

6.4% 85.9% 7.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2011～
2017年

【n＝481】

利用した 利用しなかった 無回答

74.2% 16.1% 9.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用した

どちらともいえない

11.9% 26.4% 61.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用しなかった

利用できなかった 必要なかった役に立った 役に立たなかった 知らなかった

利用状況をさらに詳しく見ると、若い世代の開

業者ほど、「賃料補助」を「知らなかった」と回

答する割合が高くなる傾向があります（図表24）。

こうした傾向は、新規開業支援策全体をとおし

ても確認できます。

　　　　　　　図表24　開業者の開業当時の年齢別の「賃料補助」の利用状況

7.4%

7.1%

8.2%

2.3%

10.1%

11.6%

12.4%

9.3%

14.9%

20.6%

36.1%

46.5%

67.6%

60.6%

43.3%

41.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

40歳未満

【n=148】

40歳代

【n=155】

50歳代

【n=97】

60歳以上

【n=43】

利用した 利用できなかった 必要なかった 知らなかった

※無回答は集計から除く。

　　　　　　　　　　　　　　
5 港区開業調査では、７種類の新規開業支援策について質問を設定しています。



12

（２）事業所ごとの「知らなかった」施策数

港区開業調査で質問した７種類の新規開業支援

策について、事業所ごとに「知らなかった」と回

答した施策数を以下で確認します。

開業者の開業当時の年齢別に見ると、40歳代以

下で「知らなかった」施策数が多く、50歳代以上

で「知らなかった」施策数が少ない傾向がわかり

ます（図表25）。

主な資金調達ルート別に見ると、「知らなかっ

た」施策数について「４～６」件、又は「７」件

と回答した割合が「個人資金のみ」で最も高いこ

とが確認できます（図表26）。

23.6%

28.6%

43.9%

43.2%

31.1%

19.5%

23.5%

22.7%

18.9%

28.6%

21.4%

25.0%

26.4%

23.4%

11.2%

9.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

40歳未満

【n=148】

40歳代

【n=154】

50歳代

【n=98】

60歳以上

【n=44】

施策数
0

施策数

1～3
施策数

4～6
施策数
7

※無回答は集計から除く。

　　　　　　　図表25　開業者の開業当時の年齢別の「知らなかった」施策数

　　　　　　　図表26　主な資金調達ルート別の「知らなかった」施策数

38.1%

32.6%

20.2%

34.3%

15.9%

10.6%

47.5%

32.8%

24.8%

30.5%

18.2%

17.9%

21.2%

26.2%

14.1%

14.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

銀行のみ

【n=113】

個人資金

のみ

【n=141】

政府系

金融機関

【n=99】

その他

【n=67】

施策数
0

施策数

1～3
施策数

4～6
施策数
7

※無回答は集計から除く。
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５　地域連携の課題

「区・地域・企業の連携をより強めていくため

に、必要となる課題」についての質問（複数回

答）に対する回答を見ると、「町内会・商店街な

どの地域組織と企業との連携の支援」や「企業の

地域活動に対する援助・助成金制度」が高い割合

を示しています（図表27）。

多くの項目で、「2011～2017年」に開業した事

業所は、他の年代に開業した事業所よりも高い割

合となっています。

　　　　　　　図表27　開業年別の地域連携の課題

36.4%36.4%

12.6%12.6%

13.7%13.7%

19.0%19.0%

21.0%21.0%

34.9%34.9%

15.5%15.5%

24.9%24.9%

10.2%10.2%

13.3%13.3%

20.5%20.5%

13.0%13.0%

32.1%32.1%

12.6%12.6%

18.6%18.6%

13.0%13.0%

12.1%12.1%

20.8%20.8%

12.4%12.4%

27.0%27.0%

12.7%12.7%

24.3%24.3%

8.6%8.6%

9.0%9.0%

28.4%28.4%

14.4%14.4%

28.4%28.4%

10.4%10.4%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%

町内会・商店街

などの地域組織と

企業との連携の支援

区内大学等と

企業との橋渡し

企業による区内

学生・生徒の

インターン受入れの支援

防災・安全対策に

おける企業と地域

との連携の支援

地域行事に

関する情報の提供

企業の地域活動

に対する援助・

助成金制度

地域活動に関する

区内企業間連携の

支援

2011～2017年
【n＝453】

2001～2010年
【n＝293】

1981～2000年
【n＝307】

1980年以前

【n＝222】

※無回答は集計から除く。

※複数回答であり、12の質問項目のうち、事業所全体での選択した割合が10.0％未満の項目

及び「特にない」については、省略している。
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　以上の調査結果を踏まえて、これからも港区内の創業（開業）環境を整備し、創業（開業）の

活性化による地域経済振興を図るため、次の４点を区の施策として提案します。

①「創業のまち MINATO」（仮称）

施策を必要とする人たちに向けて、港区が創業（開業）支援に積極的な姿勢を伝えていくために、

「創業のまち MINATO」（仮称）を積極的に PR していくということが考えられます。

②「必要な人が、必要な時期に、必要な情報にアクセス」できる

　　　創業（開業）情報システムの構築

港区が実施している創業（開業）支援策への情報アクセスを、リアルとネット上の両方から整備して

いくことが望まれます。

③「港区創業マニュアル」（仮称）の作成と

　　　創業ライフステージに合った支援メニュー

港区だけでなく、国や都、政府系金融機関、民間金融機関等による創業（開業）支援の全ての情報を、

利用者（開業検討者、開業希望者、開業者等）の視点に立って整理し、メニューとして提供していくこ

とが求められています。

④ 地域と起業家を繋ぐ

新規開業者らが地域と関わるために、必要な情報にアクセスでき、相談できるような場所をリアルと

ネット上の両方で求められています。

Ⅲ 港区施策の方向性について



15

港区政策創造研究所 平成 30 年 3 月

役　職 氏　名 所   属  等

所 　 長 植田　浩史 （慶應義塾大学経済学部教授）

副 所 長 安田　雅俊 企画経営部長

主 任 研 究 員 野上　　宏 企画課長

研 究 員 佐藤　珠実 企画課政策研究担当係長

研 究 員 新藤　直樹 企画課政策研究担当

研 究 員 小濱　　武 （神奈川大学経済学部非常勤講師）





港区における新規開業実態調査報告書

平成30年（2018年）3月発行
発行　港区政策創造研究所（港区企画経営部）
　　　東京都港区芝公園1-5-25
　　　電話　03-3578-2111（代表）

概要版

刊行物発行番号　29271－5811

港区「区の木・区の花」

区の木　ハナミズキ 区の花　アジサイ 区の花　バラ



平 成 3 0 年（ 2 0 1 8 年 ）3 月

港 区 政 策 創 造 研 究 所
（ 企 画 経 営 部 ）

港区における
新規開業

実態調査報告書

概要版


